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～大規模災害時のドクターヘリの活動等について～

― シンポジウムの趣旨 ―
趣　旨：�　大規模災害時のドクターヘリの運用については、東日本大震災、熊本地震等の教訓を踏まえ、

既に「大規模災害時におけるドクターヘリの運用体制構築に係る指針」が厚生労働省から発出され

ている。各都道府県においては、この指針に基づき、災害時の運航要領等を定めることとしているが、

指針には、他道府県との相互応援等の協定締結や他地域からのヘリ参集に備えた地域防災計画

への位置づけ等も言及されている。

　2024年1月1日に発災した能登半島地震においても、上記指針に基づき中部ブロックを中心とし

てドクターヘリの派遣が行われ、空路による医療搬送が行われた。一方、大きな被害を受けた被

災地が半島の先端部であったこともあり、これまでの災害とは違った対応を迫られた局面があった

のではないか、と考えられる。そこで、HEM-Netにおいては、被災地においてドクターヘリを含め

ヘリによる医療搬送に関係した有識者をお招きしてシンポジウムを開催し、能登半島地震災害にお

けるドクターヘリの活動を中心として、他機関との連携等も含め、現状の把握と課題等を把握し、

将来の大規模災害時の対応に資するような議論を行うこととしたい。

日　時：2024年12月3日（火）14:00～16:10

場　所：全国町村議員会館2階大会議室 + オンライン　ハイブリッド開催

司 会：	田邉　晴山（HEM-Net理事）

開会の挨拶：	鷺坂　長美（HEM-Net理事長）
講 演：	「災害時の円滑な連携のために必要とされる地域ブロックの取り組み」

早川　達也 氏（中部ブロック連絡担当 聖隷三方原病院 高度救命救急センター 院長補佐）
「令和6年能登半島地震時における有人機運用について」
小林　啓二 氏（JAXA 航空技術部門 航空利用拡大イノベーションハブ ハブマネージャ）

「能登半島地震の現場から」
福原　悠介 氏（読売新聞 輪島支局 記者）

パネルディスカッション：	「能登半島地震を振り返って」

コーディネーター：伊藤　隼也（HEM-Net理事）

閉会の挨拶：	篠田　伸夫（HEM-Net会長）

シンポジウム次第



32

開会の挨拶

鷺坂　長美
認定NPO法人 救急ヘリ病院ネットワーク（HEM-Net）理事長

　HEM-Net理事長の鷺坂と申します。HEM-Net

シンポジウムの開催に当たりまして、一言、御挨

拶を申し上げたいと思います。先ほど、司会者よ

り御案内がありましたが、本日のシンポジウムは

本会場と共にオンラインでも視聴できるよう、い

わゆるハイブリッド方式での開催としておりま

す。年末の大変お忙しい中、皆様には会場へのお

集まり、またオンライン等での御参加、誠にあり

がとうございます。

　また皆様には、常日頃からHEM-Netの活動に

御理解、御協力をいただいておりますことを、こ

の場をお借りして改めて厚くお礼を申し上げたい

と思います。

　さて、大規模災害時におけるドクターヘリの運

用に関しましては、既に厚生労働省のほうから「大

規模災害時のドクターヘリ運用体制構築に係る指

針」が発出されています。令和6年1月1日に発

生した能登半島地震災害におきましても、その指

針に基づき、中部ブロックを中心とするドクター

ヘリが被災地に参集し、活動を行ったと伺ってお

ります。

　HEM-Netにおきましては、これまでも東日本

大震災、熊本地震災害におけるドクターヘリの運

用等に関しましてシンポジウムを開催し、各地か

ら複数機のドクターヘリが参集して活動する場合

の要領等が必要ではないかと、こういった提言を

行ってまいりました。厚生労働省の指針はほとん

ど出来上がってはいたのですが、熊本地震災害発

生後に発出されておりますので、今回の能登半島

地震災害におけるドクターヘリの活動がこの指針

においての初めての運用事例であったのではない

かと考えております。

　御案内のように、能登半島地域においては大き

な被害を受けた被災地が半島の先端部であったと

いうことで、離発着場も制限され、道路網も寸断

され、後方支援も不十分、ドクターヘリによる医

療搬送にもいろいろ支障があったのではないかと

想像されます。

　そこで本日は、ドクターヘリの中部ブロック連

絡担当された聖隷三方原病院院長補佐 早川達也

様、石川県災害対策本部航空調整班で対応された

JAXA 航空利用拡大イノベーションハブ ハブマ

ネージャ 小林啓二様、現場で取材を進められた

読売新聞 輪島支局記者 福原悠介様を講演者とし

てお招きし、短い時間ですが、御講演をお願いし

ております。

　その後、パネルディスカッションを行いたいと

考えております。パネリストとして、石川県ドク

ターヘリ本部で対応された石川県立中央病院救

命救急センター 救急科・集中治療科 医長 蜂谷聡

明様、DMATとして現場活動された愛知県病院

事業庁医長 水野光規様、厚生労働省地域医療計

画課救急・周産期医療等対策室室長 近藤祐史様、

消防庁広域応援室室長 土屋直毅様に御登壇をお

願いいたしまして、御講演者の皆様と御論議をい

ただきたいと考えております。

　御講演者の皆様、そしてパネリストの皆様には、

年末の大変お忙しい中お集まりいただきました。

改めてお礼を申し上げる次第であります。なお、

コーディネーターとしては、HEM-Net伊藤隼也

理事にお願いをしております。

　大規模災害時の取組につきましては、平時から

の取組が大切だと考えております。特に南海トラ

フ地震、首都直下地震は、今後30年以内の発生

確率が70％と言われております。こうした災害

は予告なく発生します。ドクターヘリの活動につ

きましても、平時からの準備が大変大切ではない

かと考えているところでございます。

　本日のシンポジウムが、今後のドクターヘリの

活動等に関しまして、実りある、また有意義な御

議論になることを期待したいと思います。

　甚だ簡単ではありますが、シンポジウムの開催

に当たっての主催者代表挨拶とさせていただきま

す。本日はどうぞよろしくお願いします。
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1 　聖隷三方原病院高度救命救急センター、早川

と申します。よろしくお願いいたします。

　私の話は、ドクターヘリが現場で何をやったか

ということではありません。ドクターヘリに関し

て中部ブロックでの応援活動は、どのようなもの

であったか、それに対するお答えという形でお話

をさせていただきたいと思います。
2 　能登半島地震における中部ブロックのドク

ターヘリの支援活動概要です。
3 　中部ブロックは、お示ししますように8県が

属しております。そして、その中の連絡担当基地

病院が聖隷三方原病院となります。この連絡担当

基地病院というのは、大規模災害時における被災

地へのドクターヘリの派遣を効率よく行うため、

地域ブロック内でドクターヘリの派遣、待機等の

ドクターヘリによる被災地活動の調整を行う役割

を担っております。
4  5 　能登半島地震における中部ブロックのド

クターヘリの支援活動開始ですが、1月1日16時

10分発災、その14分後に中部ブロック内、災害

時のドクターヘリは実はメーリングリストという

のを作っているわけですが、それを起動いたしま

して、17時9分、発災後約1時間以内に中部ブロッ

クの各ドクターヘリの安全確認作業というのを終

講演
「災害時の円滑な連携のために必要とされる

地域ブロックの取り組み」
早川　達也（聖隷三方原病院高度救命救急センター 院長補佐）

了しております。

　そして、17時30分には、翌日の朝から被災地

隣接2県に加えて2機の支援計画というのを立案

を開始しまして、19時13分に愛知機、信州松本

機のドクターヘリの出動の調整を完了しました。

そして、22時46分に石川県より協定に基づく本

要請というのをいただいたところです。

　そして、翌1月2日ですが、実はこれ、また後

ほど議論になろうかと思いますけれども、支援ド

クターヘリの参集場所が小松基地となりました。

大体前の日から想定はしていたんですが、正式に

決まったのは、実はこの日の未明ということにな

ります。こういう形で、ドクターヘリとしてはか

なり早い段階で動くことができたのではないかと

思っております。
6 　支援開始時に想定された課題といたしまして

は、まず即応できるか、行政と連携できるか、燃

料を確保できるか、通信を確保できるか、待機場

所を確保できるか、宿泊場所を確保できるか、こ

ういったことが懸念事項としてあったわけですけ

れども、おおむね出動までに準備ができたという

ところでございます。
7 　支援の実際でございます。細かいところは省

略しますが、1月中で見てみますと冬の北陸でご

ざいますので、気象条件より展開可能であったの

は大体15日間でした。そして、実際の応援内容で

すが、5機の展開、すなわち被災県の石川県、プ

ラス隣接2県、それに輪番2機で応援という形を

とって5機体制での展開となりましたのが7日間、

3機展開としたもの、つまり被災県と隣接2県で

の応援となりましたのが8日間となっています。

　中部ブロックとしての組織的支援は2月15日

まで継続しました。
8 　ここでお示しするのは搬送人員ではなく出動

件数ですが、80件のドクターヘリの出動を行っ

ております。
9 　支援活動の小括です。中部ブロックとしては、

比較的迅速に対応できたのではないのか、そして

応援体制としては、被災県、隣接2県（富山県、

福井県）のドクターヘリ、更に輪番で2機の応援

1
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を得て計5機体制というものを基本に応援体制を

確立しました。行政、基地病院、運航会社が円滑

に連携できたのではないかと思っております。

　それから後ほど申し上げますけれども、支援調

整というのはどのようにやったかというところです

が、これもローテーション化することによってそれ

ほど困難を伴わなかったと考えております。そし

て実際に支援を終えてみますと、意外と長期間の

継続支援が必要になったなというのが実感でした。
10　実際、ドクターヘリは何をやったのかという

ことについては、地域医療搬送を実践して、要介

護者等の避難は、主として他機関のヘリが対応し

たと言って良いでしょう。

　特徴といたしましては、地理的条件も踏まえま

して、1回当たりの出動時間が長いということが

挙げられると思います。もちろん、これは搬送距

離が長いということのほかに、いわゆる離着陸場

までの搬送車両の確保の調整に難渋したというこ

ともあったようです。さらに冬の北陸ということ

を考えますと、天候不良による展開可能日が少な

かったと言えるかと思います。

　結果といたしまして、各ドクターヘリは、先ほ

ど宿泊場所の確保が必要ではないかという話をし

ましたけれども、支援そのものは日帰りで対応す

るということになりまして、逆に言うと結果とし

て支援疲れが起こらなかったとも言えるでしょう。

　一方で、今回、地理的条件から有効と思われた

富山空港での待機は実現できませんでした。駐機

場の確保については日常からの調整が必要だとい

うことを痛感したところです。

　その他、隣接ブロックへの応援依頼は情報提供

のみにとどまったということがあります。また連

絡担当者は私ですが、これほど長期間の支援にな

ると思っていませんでしたので交代を考慮しませ

んでした。結果的に一人で調整したというところ

があり、これはブロックの活動としては課題を残

したものと思っております。
11　日々の作業の実際ですが、これはやり取りし

たメールをお示ししています。まず、被災県から

昼ぐらいまでに、翌日もヘリ応援をお願いします

というメールをいただき、そして運航会社からの

天候確認、天候の見通しというのを確認する。そ

れを踏まえて、連絡担当基地病院から支援の回答

を行う、これがローテーションとして出来上がっ

てきまして、これも実際に支援活動を行うことに

よって確立した手法となります。
12　日々の作業の実際ですが、一体ドクターヘリ

は何をやったのといったところでは、ドクターヘ

リはドクターヘリとしてどういう活動をしたのか

ということを、これも輪番で担当して、記録を残

さなければならない、これも支援活動を行なって

確立できた手法です。
13　中部ブロックの従来からの取組というのが非

常に有効であった、と考えています。2016年の

段階でメーリングリストの前身となるコンタクト

リストというものをつくり、そして2018年には

中部ブロックドクターヘリ連絡会議を発足させた

ということ、2020年には中部ブロックの8県及

び基地病院間で大規模災害時のドクターヘリ広域

連携に関する基本協定というものを締結できたと

いうこと、これは大きかったなというふうに考え

ております。
14　この基本協定の概要ですが、締結者は8県の

知事と、ブロック内の基地病院管理者となります。

そして対象となる災害規模に関しましては、こう

した大規模災害ということになりますし、確認事

項は応援に行ったドクターヘリの穴埋めをどうす

るか、ということも議論になりました。また、ブ

ロック外での発災時の対応についても確認する必

要があると考えています。
15　肝

キモ

となりましたのは、この中部ブロックのド

クターヘリ連絡会議で、行政、基地病院、ドクター

ヘリ運航関係者が1年に1回定期的に集まるとい

うことです。日本救急医学会中部地方会学術集会

前日に開催することにしまして、ちょうど今年は

12月6日に予定しています。そして、事務局も

日本救急医学会中部地方会の学術集会の開催県が

各県持ち回りで行うこととしました。

　協議事項といたしましては、ドクターヘリ参集

場所、出動時に使用する主な離着陸場、ドクター

9
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15
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ヘリ調整部等の設置予定場所、運用体制に係る要

領、これが非常に重要になってくると思いますが、

それにメーリングリストの運用方法等々を議論し

てきたということが非常に重要であったと思って

おります。

　想定するドクターヘリの活動ですが、基本的

にはドクターヘリ本部が指揮を執るということが

必要です。被災県庁の中にあるドクターヘリ調整

部は必要な要請に応じてドクターヘリ本部がドク

ターヘリを出動させるわけですが、これはドクター

ヘリだけでは必要な出動をこなせないとき、ドク

ターヘリ調整部に依頼をかけて航空運用調整班の

他機関担当リエゾンに出動を要請して他機関のヘ

リが対応する、こういった役割が求められます。

　くり返しますが、ドクターヘリ本部がドクター

ヘリ活動の要であるということを確認する必要が

あります。

　これは、日本医科大学千葉北総病院の本村先生

作成の空路の搬送の詳細でございます。全体で搬

送ということになりますと713名で、そのうちの

ドクターヘリが大体87名、自衛隊が457名、消

防防災が146名を搬送しています。見ていただい

た通り、ドクターヘリ、かなり頑張ったとはいえ、

搬送数としては自衛隊に非常に頑張っていただい

たということが明白です。

　これを踏まえまして、私としてはノットイコー

ルとニアリーイコールというものを注意していた

だきたいということを申し上げます。患者搬送の

主役もこれはドクターヘリだけの業務ではありま

せん。そこはしっかりと押さえておく必要があろ

うかと思います。当然、他機関との連携は不可

欠です。そして、これも勘違いされがちですが、

DMATを要請すればドクターヘリもきてくれる

というものではありません。DMATとドクター

ヘリの協働は自明なわけですが、それぞれ別個に

支援要請を行う必要があるということを確認する

必要があろうかと思います。

　これを踏まえますと、ドクターヘリの特性とい

うのは、専門性に加えて柔軟性と機動力、これに

尽きるわけでございます。本日御臨席いただいて

おりますHEM-Netの土居理事は、ドクターヘリ

の導入時期の旧厚生省の担当課長補佐であったと

記憶しておりますが、その方が言われた言葉をあ

えてここで紹介いたします。「災害時のドクター

ヘリは放し飼いである。」名言だと思います。こ

れを実現すべく、ドクターヘリの機動力というも

のを非常に重要視したいと思っております。
16　地域ブロックで取り組むべき課題ですが、防

災基本計画あるいは厚労省指針に基づいて、都道

府県が主体となって災害時のドクターヘリ運用等

について、具体的な調整手順を確立しておく必要

があるということをあえて強調したいと思いま

す。国の指針ができた、もうドクターヘリの応援

体制が確立していると考えることは早計です。足

元は大丈夫ですかと、そういう話でございます。
17　都道府県内で必要な取組というのは、まず、

自県のドクターヘリ運航要領に災害時の活動につ

いて記述されているか。さらに、保健医療計画、

これは医療法に基づいてつくられる各都道府県の

責務であるわけですから、そこにも記述されている

か。さらには災害対策基本法に基づいて立てられ

る医療救護計画にドクターヘリの災害時の活動に

ついて記述されているか確認する必要があります。

　ここが恐らく全国的に見たときにまだ不十分で

はないかと、あえて声を大にして申し上げたいと

思います。ちなみに、これは静岡県の保健医療計

画ですが、具体的な記述としましては、静岡県外

から参集するドクターヘリも含めて、航空搬送拠

点やドクターヘリ基地病院等を拠点として、地域

医療搬送を行いますとはっきり書いてあります。

さらに、医療救護計画です。これも長くなるので

省略しますが、医療救護計画の中にもドクターヘ

リの活動内容について記述しています。ここを

しっかり押さえないと、非常時である平時ではな

い形に、ドクターヘリが複数機活動するに当たっ

ては、計画に書かれてないと行政関係は調整しに

くいと思います。

　これは、厚労省指針でのいわゆる航空運用調査

班のところですが、他機関との情報共有というの

は非常に重要になってまいります。こちらにつき

ましては、後ほどJAXAの小林様のほうから詳し

いお話をいただけるかと思いますが、いろいろな

ツールの活用が可能です。静岡県では、各機関の

ヘリの活動が全て見えるように、FUJISANシス

テムというものの中に航空機等運用状況が見える

ようにしています。こうした取組というのは今後

更に必要になってくるように思います。

　厚労省指針はあるけれども、各都道府県内で

決めなければならないことを決めていないことに

よって、動こうとしても動けないということになっ

ていませんかということを、いま一度問いたいと

思います。このようなことがないように、足元で、

各計画の中にドクターヘリというものがきちんと

災害時に活動するんだということをしっかりと書

いていただきたいということを申し上げます。
18　結語でございます。ブロック単位で災害時の

ドクターヘリの円滑な連携を実現するためには、

平時より必要な情報を共有し、課題の調整を行う

体制を構築することが重要です。基地病院レベル

で考えた場合に、これに先立って災害時にドク

ターヘリが活動できるよう、運航要領等を整理し

ておく必要があるということを申し上げて終わり

たいと思います。

　以上でございます。

16

17

18
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1 　JAXAの小林です。よろしくお願いします。

私のほうからは、令和6年能登半島地震時におけ

る有人機運用について、全般的なところをお話を

させていただきます。

　今のこちらの写真は、石川県庁に実際にJAXA

の職員が入りまして、技術支援を行ったときの様

子を示しています。後ほど御紹介しますが、真ん

中に赤枠で書いているところがFOCS（フォック

ス）と呼ばれるもので、公的機関が使っている主

にヘリコプターの動態情報を表示するものです。

このように、画面を適宜見ながら活動していたと

いう状況です。これは非常に大きな進歩だという

ふうに思っております。
2 　もう少し詳しく説明をします。JAXAは、1

月4日から石川県庁の航空運用調整班のほうに入

りまして、航空機運用に関する調査と技術支援と

いうものを行っています。有人機運用につきまし

て、JAXAが石川県庁で確認できた事項は幾つか

あるんですが、今日は時間の関係もありますので、

有人機のことを中心に大きく2つお話したいと思

います。

　まずよかった点をここに3つ書いています。ま

ず1つは、ドクターヘリの情報です。こちらは、

DMATが活動する場所を把握できる体制が構築さ

れていました。私も実際にDMATが活動している

場所に伺っていましたけれども、状況は常にリア

ルタイムで見るということが当たり前のようにで

きていて、これはすばらしかったと思っています。

　また、ドクターヘリ以外の情報につきましては、

先ほど画面を見ていただきましたが、この航空機

運用総合調整システム、FOCSと書いてフォック

スと読みますが、これを見ることができる体制と

いうものができていました。ただし、これ、ちょっ

と弱く書いていますが、部分的にです。

　また、航空運用調整班、これも先ほどから地域

の防災計画等、いろいろな話もありますけれども、

航空運用調整班にはDMATの方、ドクターヘリ

の関係者の方も入って調整をされていましたの

講演
「令和 6 年能登半島地震時における

有人機運用について」
小林　啓二（JAXA 航空技術部門 航空利用拡大イノベーションハブ ハブマネージャ）

で、これも非常によかった点だと思っています。

　一方で、今日、主張したい点が2つあります。

課題1、あえてよかった点を分けて書いています

けれども、ドクターヘリとFOCS、こちらで確認

可能なヘリの情報共有ができると、なおよかった

なと思っています。

　 2 の右側に画面を出していますけれども、こち

らは、JAXAのほうでD-NETと呼ばれるサーバ

を使って、赤い矢羽根が消防防災ヘリ、青い矢羽

根がドクターヘリを示しています。消防防災ヘリ

とドクターヘリ、こちらについて1つのように見

ることができるようになったのは、これは消防庁

さんと調整をして、その結果できるようになりま

した。言い換えると、そういうことをしないと、

今見ることができないという状況です。これは課

題の1つです。

　2番目としては、航空運用調整班に参加してい

る機関間の情報共有が困難で、事案の重複・空振

りが発生したという点が挙げられます。これは、

同じ場所に向かうと、もう既にほかのヘリコプ

ターが任務を実施していたり、行くのが遅くてそ

こには担当の方がいないとか、そういうことが発

生しているということが多々見られました。

　こういったことは、社会資源としてヘリコプ

ターの数が少ない中で活動していますので、効率

をよくするためにここは何としても解決しなく

ちゃいけない課題だと思っています。これは情報

を見るという技術と、それから情報を横通しがで

きるという運用面、両方に課題があると思ってい

まして、この両方の課題は同時に改善する必要が

あると考えています。
3 　次のページは防災基本計画の、今年の6月に

改定された部分で、FOCSに関係するところを書い

ています。赤字のところを見ますと、4番、航空機

の運用調整等というふうに書いていますが、都道

府県は航空運用調整班を設置して、さらにその航

空運用調整班は、警察、消防、国土交通省、海上

保安庁、自衛隊、DMAT都道府県調整本部の航空

機運用関係者などの参画を得てというふうに書い

てありまして、これは実現できていたと思います。

　さらに、航空機運用総合調整システム、この

FOCSを活用するものと書かれていますので、こ

こまでは実現ができているのを確認しています。
4 　FOCSについて、もう少し説明をさせてくだ

さい。FOCSというものはJAXAが研究開発をし

てきましたD-NETというものをベースにつくら

れています。D-NETは2004年の新潟県の中越地

震を機に開発されたもので、2014年に総務省消

防庁のほうから導入され、ヘリ動態管理システム

として使われてきていました。その後、熊本地震

などを含む自然災害ですとか、G20大阪サミッ

ト、あるいは東京オリ・パラなどで使われて、そ

の後2021年にこのD-NET技術をコアとしまし

て、FOCSという形で製品化されているという状

況です。

　下に絵が描いてありますが、このD-NETとい

うものはいろいろな研究をしているんですけれど

も、主に有人機の技術というものがこのFOCSに

なっているという状況です。緑色の枠で海上保安

庁、国交省、警察庁、内閣官房、いろいろと書い

ていますけれども、その中でドクターヘリという

ものが今別枠になっているというところが、先ほ

どの課題につながるところです。この部分につい

1

2

3
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ては、今後いろいろと議論していく必要があると

考えています。
5 　JAXAとしてできることはこの技術開発の部

分だと思っています。経済安全保障重要技術プロ

グラム、略してKプロと言いますが、これが今動

き始めています。JAXAは、もともとつくられて

いるこのD-NETに、赤字で書いていますけれど

も、無人機の情報、それから航空機の運用に必要

な気象の情報、さらには情報共有だけではなくて、

どこにその機体が行ったらいいかという判断支援

を行う、そういった機能などを追加することを提

案して、このKプロに採択をされました。

　JAXAの中で、DOERプロジェクトというもの

が発足されまして、今年の2月から今後5年間か

けて研究開発を行っていくという予定です。

　紫色で右側に書いていますけれども、このKプ

ロで開発したものはFOCSのほうに還元ができる

ようにしたいと思っていまして、ニーズが高いも

のから技術移転をして、社会実装していくという

ことを考えています。
6 　まとめです。令和6年の能登半島地震で判明

した情報共有、これは位置の情報共有もあります

し、行っている任務が今どのように進んでいるか

という、それに関する情報共有、この2つあります。

この情報共有に関する課題の解決には、技術面と

運用面、先ほども言いましたが、横通しをするた

めにどういう体制が必要であるかと、そういった

ところも併せて、両方からアプローチすることが

重要だというふうに、JAXAでは考えています。

　技術をつくるだけではなかなか社会につながら

ないと思っていますので、この下に書いています

けれども、JAXAは令和6年能登半島地震で判明

した課題ですとか、あるいはKプロの中でもとも

と出ている解決すべき課題、こういったものを含

めまして、災害緊急時に有人機と無人機が連携し

て、安全任務を遂行することが可能となる運航安

全管理システムの開発を、2028年度末まで実施

したいと思っています。

　能登半島地震のときの影響を考えますと、特に

この赤字のところ、実災害時の課題調査を基に情

報を共有する項目を設定すべきだと考えていま

す。実際に石川県庁で見てみますと、各機関で、

例えば場外離着陸場の扱っている情報が異なって

いるということなどもありました。そういったと

ころは標準化といいますか、データをどれを合わ

せるかということを、各機関によらずに公平に、

どれを共有すべきかということを決めていく必要

があるかと思っています。

　そういったことを一遍には決められませんの

で、この5年間かけてプログラムを作って、それ

を定期的に防災訓練などで確認をして、もしよけ

ればそれを実用化すると、そういう流れをやって

いきたいと考えています。

　以上です。御清聴ありがとうございました。

5 6

1 　読売新聞の福原と申します。よろしくお願い

します。私は能登半島地震の現場からということ

で、ドクターヘリの専門ではないんですけれども、

当日現場がどういう状況であったか、そういった

ことを共有することで、今後の課題・検証であっ

たり、議論のベースになるものを提供できればな

と思っております。
2 　簡単に自己紹介させていただきますと、私は

2019年に読売新聞に入社しまして、その年に石

川県金沢支局に着任しました。輪島では2022年

から仕事をしていて、こちらには行政・警察・話

題と書いたんですけども、基本的には輪島を含め

た奥能登エリアに関するニュース全部を扱ってき

ました。

　私の出身は東京なんですが、東京に帰省してい

て大晦日に輪島へ戻り、次の日被災してそのまま

取材したという形です。

　少し当日のことをお話しします。地震発生時、

私は自宅の2階におりまして、揺れが来て、本当

に最初は動けない状況というか、避難すべきかど

うかと迷いながら、結果的には、揺れが収まるま

で全く身動きとれないような状況でした。その

後、自宅兼事務所は倒壊こそしなかったんですけ

ども、全壊ということで、今公費解体されて更地

になっています。
3 　地震の概要なんですけれども、発生が午後4

時10分ということで、1個ポイントになるかな

と思ったのは、冬の1月ですので、この後1時間

もしないうちに日没になりまして、私の取材もそ

うですし、読売新聞が出したヘリコプターも一応

講演

「能登半島地震の現場から」

福原　悠介（読売新聞 輪島支局 記者）

1
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飛ばしはしたんですけども、やっぱり暗いと現場

の状況を上から撮影してもほとんど見えないとい

うことで、この時間帯というのも取材が難しかっ

たり、大変だった要素の1つかなというふうに考

えております。

　もう改めて説明するまでもないと思うんですけ

ども、震度としては輪島市と志賀町で震度7、マ

グニチュード7.6、参考までに阪神淡路は7.3と

いうことで、現状としてはそれより大きい地震に

なったということであります。

　こちら、1週間ほど前の人的被害の数字なん

ですけども、石川県での死者が456人で、最近、

行方不明の方がまた1人見つかり、457人（注：

2025年1月14日現在で石川県内の死者は498

人、行方不明者は2人）になったんですけども、

今でも行方不明の方の捜索や活動が続いているよ

うな状況になっております。

　また、こちらも特筆すべきポイントかなと思う

のは、関連死が229人（注：2025年1月14日時

点で石川県内の関連死は270人）ということで、

いわゆる災害で被災して瓦礫の下敷きになったと

か、津波に飲まれただとか、そういう直接死の方

を超えまして、この関連死をどう防ぐのかという

ところも1つ、我々報道の興味関心というか、今

後検証しなければいけないポイントなのかなと考

えております。
4 　現地の状況ということで、私が撮影した写真

を含めて、ビジュアル的に現地がどういう状況だっ

たのかというのを説明できればと思っております。

添付した画像は、読売新聞、3日付の朝刊で掲載

した記事です。写真は、いわゆる朝市通りという

観光名所が見舞われた大規模火災のもので、記事

には当日のことをいろいろ書いております。
5 　今説明しました輪島朝市通りの火災が左の写

真になります。写真、両方とも暗いですが、実は

私、地震発生後すぐは輪島の航空自衛隊の基地に

避難しておりました。当時余震も強かったので少

し様子を見て、少し収まってきた段階で市街地へ

戻って取材したということで、私自身が撮影した

ものは全て夜になります。

　朝市通りの火災は川向こうから撮影しているん

ですが、当時津波が来るかとかはまだ分からない

状況だったので、自分の土地勘でこれ以上近づく

と、万が一大津波が来たら逃げられるかという判

断をしたりしながらの取材になりました。

　右側の写真は、報道だったりで見られている方

も多いと思うんですけども、輪島市内で地震に

よってビルが倒壊しました。7階建てのビルにな

るんですけども、私もこちらの写真の右手から歩

いて来たんですけども、屋上が転倒して正面に行

くような形で、最初何か分からない状況で、近づ

いてみたらビルが倒れているということがわか

り、結構衝撃を受けたのを覚えております。こち

らは現在公費解体が始まっていて、始まると早い

もので、もう半分ぐらい解体が済んでいるような

状況になります。
6 　こちらは私自身が撮影したものではないんで

すが、左側、珠洲市、輪島市のお隣の能登半島の

本当に最北端の部分であった大津波の被害で、こ

れは読売新聞がジェット機で撮影したものになり

ます。この手前に海岸線があって、家が少し奥に

あるんですけれども、津波で全部後ろに押し流さ

れたようなところを撮影したものになります。

　右側は土砂崩れが起きた現場の写真ですが、結

構山がちな地域ということで、これは家が1個

丸々飲まれたような状況です。そういういろいろ

な災害が発生したということなります。
7 　能登半島の特性として、私が幾つか挙げたい

のが地理です。改めて説明するまでもないんです

けども、日本海に飛び出した形の半島になってい

て、被害が大きかったエリアというのが、下につ

けた地図の赤い部分、奥能登エリアになります。
8 　こういった地理的な特性から何があったかと

言いますと、道路が寸断されて、アクセスが非常

に難しかったというところが挙げられます。

　私自身は、当日いたんですけれども、応援の記

者は本当に丸1日から1日半ぐらいかけて、やっ

と奥能登に入れたという状況です。その後もしば

らくは金沢から輪島は片道で10時間ぐらいかか

るという状況で、道路環境というのは非常に悪

かったです。
9 　この特性から、地震発生直後、必要な支援が

届きづらかったということを実際感じました。
10  11　特性の2つ目です。高齢化ということで、

こちら、去年の統計なんですけれども、この赤い

丸をつけた場所が奥能登エリアの高齢化率になっ

ています。65歳以上が大体50％前後で、全国平

均が3割ぐらいと考えますと、結構高いのかなと

いうことが言えます。

　そのため、高齢の方が体が弱かったり、逃げ遅

れだとか、支援を必要とする方が多かったというの

が、特に能登半島地震で言えることかと思います。

8

5 96

10

4

7

11
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12  13　関連しては、被災後心身の負担が影響して、

その後亡くなられたという方も多いので、初動で

こういった、いわゆる災害弱者の方をどう救うの

かというのも、1つ今後の課題と考えております。
14　まとめです。写真でお見せしたとおり、津波、

火災、土砂災害など、複合的な災害だったという

のが、1つ挙げられると思います。その後、半島

での地震ですので、支援が届きにくかったという

ところと、高齢化が進んでいる地域で、迅速かつ

手厚い支援を必要とする被災者の人が多かったと

いうことが言えると思います。
15　今後、これをどう繋げるかというところは、

半島という、能登半島地震の特性でありますけど

も、同じような地理的条件のところは日本にもた

くさんあるので、そういうアクセスのしにくさと

か、同じハードルを抱える災害というのは、また

日本のどこでも起こると考えております。高齢化

についても全国的傾向ですので、将来多くのとこ

ろが能登半島と同じような状況になるのではと考

えております。
16　そういった意味でも、今後この能登半島地震

というのをモデルケースに、教訓や反省をどう生

かすかというところを、我々マスコミの立場で言

えば、報道を通じて全国に発信していければと考

えております。

　以上です。御清聴ありがとうございました。

1512
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パネルディスカッション

コーディネーター　伊藤　隼也（HEM-Net 理事）

司会（田邉）　お待たせいたしました。ただいま

より、第2部のパネルディスカッションに入りた

いと思います。

　まず、パネリストの皆様を御紹介いたします。

先ほど御講演いただきました、早川様、小林様、

福原様に加えて、4名のパネリストをお招きして

います。石川県ドクターヘリ本部（石川県立中

央病院救命救急センター医長） 蜂谷聡明様、愛知

県病院事業庁医長 水野光規様、厚生労働省医政

局地域医療計画課救急・周産期医療等対策室室

長 近藤祐史様、そして、消防庁広域応援室室長 

土屋直毅様の7名の皆様です。パネルディスカッ

ションのコーディネーターは、当HEM-Net 理事

の伊藤隼也が担当させていただきます。

　それでは、シンポジウム第2部、パネルディス

カッションを開始いたします。

　伊藤理事、よろしくお願いいたします。

伊藤　今日は7名の方にお集まりいただきまし

て、皆さん、本当にありがとうございます。今回

能登半島の地震において、現場にいらっしゃった

方が4人いらっしゃいます。読売新聞の福原さん

は自ら被災されておりました。そういった方々の

生の声をお聞きし、HEM-Netとしても、現在全

国47都道府県にドクターヘリが設置され、これ

からは量から質への転換ということで、数年前か

ら我々自身がドクターヘリの在り方について、再

度時代のニーズに合った形にしていきたいという

思いがあり今回のシンポジウムもその一環として

開催しました。

　1月1日に能登地方地震がありましたが、私自

身も、愛知県2機目のドクターヘリ導入に関して、

藤田医科大学のメンバーの1人として、1日から

現地がどうなっているのかということを気にかけ

て、被災現地への支援を様々な形で模索してまい

りました。先ほど現地からの御報告をいただきま

した読売新聞の福原さんからは現地の情報をお話

の中でお伝えいただきましたが、御自身が被災し

たという視点から、どんな状況だったかというこ

とを、ご自身の周りの人たちも含めてもう少し生

の声をぜひいただけないかなと思うんですがいか

がでしょうか。

福原　読売新聞の福原です。先ほど時間もなかっ

たので、簡単にしか説明しなかったんですけれど

も、そもそも実は、奥能登地域では去年、一昨年と、

震度6強、6弱の地震がありました。そういった

中で、地震に対して備えだったり、今後も気をつ

けなきゃいけないという思いはあったんですけど

も、まさに元日、新聞的には休刊日といって、紙

面作成をお休みする日だったので、ある意味気が

緩んでいたというか、そういった中で、まさか元

日に起きた地震だったなというふうに記憶してお

ります。

　地震があった後に揺れが収まって、ようやく動

けるようになって逃げ出し、最初、まず輪島市の

航空自衛隊の基地があるんですけれども、そこが
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避難場所になっていたので、取りあえずそちらに

逃げました。というのも、当初私は情報が入って

いなかったんですけれども、市民の方々がみんな

一斉に高台に向かって逃げているというところ

で、これは多分津波が来るかもしれないというこ

とで、ある意味写真も撮りながらでありましたけ

ども、市民と一緒になって、半分取材の記者とし

て、半分被災者として逃げたような形になります。

　その後、震度7で大津波警報も出ていましたか

ら、どういう状況か分からないということで、し

ばらく避難場所での取材を続けて、様子を見た上

で、夜になり、市街地に戻って取材を始めたとい

う形です。そして、本当に夜も暗くて、足元も見

えない状況でしたので、不安を抱えながら取材に

当たったという記憶があります。

伊藤　電話は通じたんでしょうか。

福原　プライベートの携帯と、普段原稿や写真の

送信に使う、いわゆるauのモバイルWi-Fiみた

いなものは通じなくて、会社で契約しているドコ

モの携帯だけが通じたので、通話だったり、テザ

リングを使って何とか送ることができたという状

況でした。

伊藤　そうすると、完全に情報遮断されていたわ

けではないという状況ですね。蜂谷さんも、まさ

に被災され救急救命活動に当たられたんですが、

最初はどんな様子だったのでしょうか。

蜂谷　石川県立中央病院の救急の蜂谷といいま

す。発災当初は、元旦ということで病院としても

夜間休日体制を引いておりまして、院内にも十分

な人がいない状況でした。私はその日非番だった

ので自宅にいましたが、尋常じゃない揺れがあっ

たということですぐ登院しようと向かいました。

病院の近辺も大津波警報が出ていたということ

で、家族の安全や身の安全の確保ということもあ

り、なかなか判断が難しい中、何とか病院にたど

り着きました。

　病院にもかなりたくさんの方が避難者として来

ておられて、病院が避難所と化しているというよ

うな状況ではありました。

伊藤　当時、情報そのものは得られていたんで

しょうか。

蜂谷　はい、私は金沢市におりましたので、テレ

ビもしっかり入りましたし、テレビの報道で大津

波警報が出て避難というようなことで、かなり緊

張感を持ってすぐ行動を開始しました。

伊藤　残りの御三方も現地に入っていますが、僕

は1日の夜に早川さんのところに御連絡してお話

しした記憶があります。早川さん自身は現地にい

らっしゃっていないですが、現地の報告を最初に

受けた2日には愛知からドクターヘリが飛んでい

ますね。それに関しては、どんな状況だったんで

しょうか。

早川　結局、災害といいますのは、災害モードの

スイッチをいつ、誰が入れるかということに尽き

るかと思うんです。今回、キーワードは大津波警

報ですね。あれが出ている。これは大きな被害が

出ることは十分予想できるということで、1年に

1回以上、中部ブロックのドクターヘリのメーリ

ングリストというのは起動していますので、それ

に発信すると、1時間以内に全基地から回答をい

ただきまして、地域としてはこれは応援の必要性

も含めて相当の危機意識というのは持っていたと

いうことになろうかと思います。

伊藤　ありがとうございます。消防庁のほうは発

災したときの状況としては、どうだったのでしょ

うか。

土屋　4時10分の2度目の震度7の地震の後です

けれども、すぐに私も消防庁のほうに参集いたし

ました。最終的に21の都府県から消防の応援を

石川県に送りましたけれども、通常、消防の応援

といいますのは、地元の被災県からの要請を待っ

て、それを受ける形で応援を出すというのが普通

であります。東日本大震災のときもそうでありま

した。

　一方で、今回は東日本大震災以来の大津波警報、

最大震度7、そして1月1日という非常に手薄で

情報収集にも手間取るだろうといったような状況

が見てとれましたので、地元からの要請を待たず

にプッシュ型で、20分後の4時半には消防の応

援を出すということを決めまして、出動の要請を

したところであります。

　今回のテーマであるヘリにつきましても、情

報収集のために富山県のヘリが1時間後には飛び

立って情報収集を開始したと、そういう形で迅速

に対応したかなというふうに思っております。

伊藤　厚生労働省のほうはいかがでしょうか。

近藤　すみません。当時私はまだ着任していなかっ

たので、詳細の時間的フローまでは存じ上げては

いないんですが、恐らくEMISが災害モードに変

わって、それに伴って多分県内のチームから順次

DMAT等活動していただいたという理解です。

伊藤　ありがとうございます。水野さんは2日に

DMATの出動命令が出て、直ちに現地に向かっ

ている時に、相当陸路で苦労しているという話を

僕は当時リアルタイムに水野さんからお聞きして

いますが、この辺の話をお願いできますか。

水野　ありがとうございます。私は1月2日の時

点では、DMATとして活動しておりました。私

自身は、空・陸、公的団体、民間団体、いろいろ

な立場で今回参加させていただきました。1月2

日の時点では、DMATとして病院救急車で能登

に向かいました。派遣要請がかかったのが1月2

日の午前です。そこから出発しました。

　陸路で能登に向かうので、七尾の能登医療圏

DMAT活動拠点本部に着いたのは夜になりまし

た。そこまで行く間に、通行規制がかかっていた

りもしましたので、それの規制をEMISから情報

を得て、何とか活動拠点本部にたどり着きました。

　当日夜は具体的な活動指示は我々の隊にはな

かったので、翌朝から活動をしたという経緯にな

ります。

伊藤　陸路で7時間、8時間という話が当時来て

いて、今回、初動に関して言うといろいろなご意

見があったと思いますが、僕自身は航空救助とい

うことに関しての初動というのは、少し遅かった

かなという気がします。偵察飛行もさらに行えた

はずだし、ドクターヘリも翌日飛んでいますが、

ドクターヘリが航空調整本部に入った中で、これ

は多分蜂谷さんのところで、いわゆる情報共有が

十分うまくできなかったのではと。

　具体的には、調整の部屋が十分に確保できな

かった、直ちに着陸場ができない、様々な現場の

ご意見をお聞きしましたが、今回JAXAの小林さ

んのお話で、よかった点、悪かった点が多岐にわ

たりあったと思います。やはり、ここでも横連携、

情報共有の重要さというのが、もう少し補完する

形があればよかったんじゃないかと。その辺のと

ころ、蜂谷さん、いかがですか。
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蜂谷　ドクターヘリに関しましては、発災は1月

1日の夕方だったということで、石川県のドク

ターヘリは既に運航時間を終了していましたが、

大津波警報で基地病院や小松空港に帰投できない

ということで、一晩屋上ヘリポートで駐機して、

我々石川県のドクターヘリは翌日からすぐ日の出

とともに活動できる体制を運航会社とも連携して

取らせていただきました。また中部ブロックから

の派遣で夜中のうちに調整いただいて応援機が来

ていただけるということで、構えてはいました。

　その中で、翌日1月2日に順次、どんどん我々

DMATとして準備したドクターヘリホットライ

ンですとか、基地病院として平時使っている運航

会社のホットライン等々でドクターヘリの要請が

くるという状況、それに必死に応えるというのが

精いっぱいで、現実的に我々ドクターヘリ本部は

基地病院で行ったんですけれども、県庁の航空運

用調整班と密に連携をとって情報の共有をすると

いうことは、1月2日の時点ではかなり厳しかっ

たというのが現実です。

伊藤　小林さんはその辺の段階から向こうへ行っ

て航空調整班といろいろやったと思いますが、例

えばFOCSのシステムにない2機が、自律的に中

へ入って救助活動しているとか、いろいろな問題

があったと思います。先ほどの2点、いわゆる情

報共有の大切さというのを運用面と技術的なとこ

ろでお話しいただきましたが、蜂谷さんからは先

ほどの事前打合せの際に、当初は医療関係者のコ

ネクションだけで動いていたのではないかという

お話がありました。具体的には、小林さんはいわ

ゆる組織立った動きというのは何日ぐらいから始

まったというふうに理解しているのでしょうか。

小林　私は特別なすべがないので、陸路を新幹線

とレンタカーで移動し、その結果1月4日から入

りました。

　1月4日には、航空運用調整班のところに、

DMATがいらっしゃる階とは違うところに災

害対策本部があったんですけれども、そこに

DMATの方とCSの方がいらっしゃいましたの

で、そういう意味では、CSの方を中心に情報収

集をされているようには見受けられました。なの

で、個人的な動きという感じはしなかったです。

伊藤　水野さんはDMATと航空調整班との調整

で、DMATが陸路で非常に混乱していて、空路

で何とかならないかという話も僕に上げてきてい

ただきましたが、その辺のところ、具体的にどう

ですか。

水野　陸で移動は当時かなり困難でした。七尾に

行くまでもですが、さらにそこから先の輪島、珠

洲までの地域は半日がかりでやっと到達するとい

うような状況でした。ただ、天気の問題もありま

すので、必ずしも空が使えるというわけではない

でしょうけども、陸と空、有効活用していきたい

なというような考えはありました。

伊藤　今の話について、蜂谷さんいかがですか。

蜂谷　そうですね、先ほども発表いただきました

が、奥能登地域の地理的特性というところで、能

登半島の先端、日本海側最大というということも

あって、地理的なアクセスが難しい。そこに、か

なり高齢化が進んでいる地域ということで、奥能

登地域で災害拠点病院が2か所あるんですが、そ

れでも医療提供体制としてはかなり脆弱なところ

であると。

　医療提供体制が脆弱なところで、なおかつ地理

的アクセスが非常に困難というところでも、航空

医療搬送のニーズが非常に高まるということを、

発災直後も地元にいる平時医療に関わっている者

の肌感として実感したので、直ちにその体制を整

えるということの必要性を感じて実行に移したと

いう感じです。

伊藤　今までのお話を聞いていると、要するに航

空医療、いわゆる空からの救援が必須だというの

は、多分皆さん同意見だと思うのですが、天気の

問題があるにせよ、航空医療という視点でいえば

十分でなかった。

　それと、小松空港の問題。これは早川さんが先

ほど指摘されていましたけれども、いわゆる参集

場所とか、そういうものがトータルに、上からそ

れぞれがきれいにマネジメントされていたのかと

いう疑問は、僕はすごく強く思っています。実は

能登空港に降りられたなんていう話も、先ほど蜂

谷さんにしたときに驚いていらっしゃいましたけ

れども、その辺の話は、早川さんいかがですか。

早川　まず、先ほど問題提起したところは富山空

港なんです。能登半島、非常に細長いところです

ので、石川県内からだけではなくて、隣接する富

山県からの応援、航空機の使用というのは当然想

定されてしかるべきだと思います。しかし、富山

空港にドクターヘリを進出させようとすると、駐

機スポットがないので駄目だということで、門前

払いに近い形で使用できませんでした。

　小松空港につきましても、これは石川県の県庁

のほうでしっかり調整していただいたんですが、

当初は駐機スポットはなさそうだということで、

担当するドクターヘリ運航会社は非常にやきもき

していた、と承知しています。

　災害時に航空機を使用するためには拠点が必要

だろうということになりますが、ドクターヘリ目

線で申し上げますと、ドクターヘリが参集すると

いうことをあらかじめ具体的に想定しておいてい

ただくということが必要であったが、今回はでき

ていなかった。

　恐らく日本全国いろいろなところで、あそこを

拠点として使えたらいいなというところはあった

としても、本当にそれがドクターヘリが使用でき

るのかといったところを、検証しておく必要があ

ると思っております。

伊藤　ドクターヘリの参集場所をもう少し合理的

な形で決められないかということですね。実は僕

も先ほど知ったんですが、消防庁の土屋さんのと

ころでは、富山の航空隊のところに防災ヘリが参

集したという話でした。それはドクターヘリとは連

携できなかったということでよろしいでしょうか。

土屋　はい、現実問題とすると、ドクターヘリと

いうところまでは頭は回っていなかったというこ

とはあろうかと思います。消防防災ヘリにつきま

しても、いざ災害が起こり、多くの航空機が応援

で来てくれるといった場合に、どこに駐機できる

かという、そういうヘリベース、あるいはヘリス

ポットがどこになるかというのは、事前に計画の

中で定めておりますけれども、あくまで消防防災

ヘリが来るということを前提にしてつくっており

ますので、それが、他のヘリにまでその計画が及

んでいないというのが現実なのかなと思います。

伊藤　ありがとうございます。我々ドクターヘリ

は、日頃、消防の皆さんに本当にお世話になって、

一緒に仕事をさせていただいていますが、ぜひ、

いわゆる大規模災害時に、ドクターヘリと防災ヘ



2322

リのコラボレーションというか、そういうものも

全国レベルでできると。実際にやっている地域は、

熊本とか、幾つかあると思うんです。

　あともう1つは、厚生労働省の「大規模災害時

におけるドクターヘリ運用体制構築に関する指

針」が実は古いままで、現況のものはまだドクター

ヘリ、他県の応援等をどうするかということにつ

いては、石川県のものも更新されていません。さ

らに今回、石川県の問題で非常に露呈したと思う

んですが、非常に縦に長かったと。これは、石川

県であっても、他地域の発災と同じような経験を

皆さんされたのかなというふうに思うので、厚労

省として、ぜひ御意見をお聞かせいただきたいで

す。よろしくお願いします。

近藤　ありがとうございます。私どもも第8次医

療計画の中で、医療法に基づいて各地域で医療計

画を立てていただいているところです。ドクター

ヘリの活用については、救急医療の部分と災害医

療の部分で記載していただくような形で指針を出

していると理解をしているところです。

　拝見すると、救急医療のところにはしっかり書

いてあるとは思うんですが、具体的にどこまで災

害医療のところに落とし込めていたかというと、

そこら辺は石川県に限らず、全国的にまだ全て見

たわけではございませんが、恐らく他にも同様の

課題をお持ちの都道府県というのはあろうかと思

います。

　今後、第8次医療計画の中間見直しや、第9次

医療計画に向けてという部分においては、我々も

もう少ししっかりその辺りの周知を進めていかな

ければならないと考えているところです。

　指針についても、私どもも、能登半島地震の前

から、ちょうど令和5年度の厚生労働科学特別研

究という形で、鳥取大学の本間先生を研究代表者

として、まさに検討していたところです。その中

にも、平時からドクターヘリの受援計画とか、そ

の辺りをしっかり内容として準備しておかなけれ

ばいけないのではないかといったところを考えて

いたところで、この研究を通じて、また指針のほ

うも見直していくということを検討していくとこ

ろです。以上です。

伊藤　今のお話に対して、どなたか御意見ありま

すか。

早川　指針の見直しが進んでいるということは承

知しております。これは、先ほど土屋様が指摘し

ていただいたことに通じると思います。例えば静

岡県を例にしますと、静岡県は静岡空港を参集拠

点にしています。そして一応燃料も確保してある。

　ただ、燃料タンク1つなんですけれども、その

燃料タンクが実は2つに分かれていて、これはド

クターヘリのもの、これは消防防災ヘリのもの、と

書いてある、そういうニュアンスで受け止めざる

を得ないものになっています。そういうものではな

くて、別にとにかく参集場所を決める、航空搬送

拠点を決める場合に、縦割りではない機関の横断、

まさに横の連携、そこについては少し柔軟に考え

るということ自体が求められていると思います。

　先ほどお話のありました富山空港では、防災ヘ

リの拠点に他機関のヘリが来ることを想定してい

なかったのは、本当にそのとおりだと思います。

そこをもう少し柔軟に考えられるような、そう

いった発想が必要になってくると思います。

伊藤　ほかにどなたか。小林さん、4日から入ら

れていろいろ調整をされて、今後同じようなこと

がなるべく起きてほしくはないですが、地域をま

たがった災害が起きたときに、どうすればよろし

いのかと。

　例えば幾つかの自治体で、それぞれ情報共有の

仕方が、例えば盛岡方式なんていうのもあります

し、少しずつそれぞれが手前みそでやっている部

分がある。これは僕は、今防災庁の話なんかがあ

りますけど、情報という意味でのインテリジェン

スはどこかで統一しておいたほうがいいんじゃな

いかと思うのですが、その辺いかがですか。

小林　情報を共有するのは、全国どこでも同じよ

うな形にしておくのが望ましいと私も思います。

今回は組織ごとに特に人海戦術で孤立集落に入っ

て情報収集しているんですが、その情報収集の種

類も微妙に違ったりして、なかなかほかの組織が

調べたところに入っていくというのは難しいと

か、そういうこともありました。

　時間的に変わってくるかもしれないですが、そ

の辺も含めてどういった情報が必要であるか、情

報収集の仕方、まとめ方というものは、組織、地

域関係なしにできることが望ましいと思います。

伊藤　それは、システムとして一元化して、何か

の形でどこかでサーバーがあって、一括して見ら

れるという形が理想的だと思っているんですが、

それがドクターヘリにおいてもなかなかできてい

ないという現状だと。ドクターヘリはドクターヘ

リで、もう少し違うネットワークで。たしか、現

地ではシートを使って、ドクターヘリは情報を把

握して、御自身たちでネットワークをつくってや

られていましたよね。

　ただ、ああいうものが用意されていると、もう

少しEMISみたいなものも、要するに詳細な災害

版みたいなのがあるといいんじゃないですかね。

その辺はどうですか、蜂谷さん。

蜂谷　ドクターヘリに関しましては、かなり運航

会社間のネットワーク、中部地区、中日本航空さ

んが多いんですけども、もちろん他の会社さんも

入っておられたんですけども、かなり運航会社、

CSさん同士で情報を取り合っていただいて、石

川県のCSが中心になって、他県のCSとも情報を

やり取りして、ドクターヘリの運航状況に関して

はかなりうまくコントロールできたかと思います。

　ただ他機関に関しましては、DMAT事務局か

ら、たしかFOSTER-CoPilot、FOSTERlinksのシ

ステムをいただきまして、防災ヘリの一部に関し

てはドクターヘリ本部基地病院のほうでもある程

度の把握はできたかと思います。ただ、現実、自

衛隊のヘリとか、そういった細かい動きまでは分

からないところがあって、それに関しては、どう

しても県庁の航空運用調整班のほうに連絡をとっ

て、そこからの情報をいただくという形でやって

いました。

　でも、航空運用調整班のほうでは、たしか

DMAT中心になって、紙ベースで各機関の情報

をクロノロ形式で書きまして、それで情報を集約

していたというふうに記憶しております。

伊藤　余りリアルタイムではない気がしますが、

そういうものがリアルタイムに共有できて、ヘリ

コプターがどこを飛んでいる、なんていうと、先

ほど早川さんからドクターヘリ放し飼いという話

がありましたね。実は、ヨーロッパなどの救急ヘ

リ先進国では、ドクターヘリは探索なんかも行っ

ているんです。

　例えば、今回も孤立集落が随分長いこと孤立し

ていて中が分からないなんていう話があったんで

すけれども、もう少し空からの救援という問題を

具体的に各機関が協力してと。先ほど消防庁の土

屋さんが、警察、海保、自衛隊、消防に関しては

かなり情報共有ができているのではないかと言っ

たんですが、もう1つの問題は、現場が更新する

ことができない。ミクロの更新ができないと、例

えば警察が直接飛んでいるヘリと何かできないか

とか、そういうことに関しては、今後どのように

考えていらっしゃるんでしょう。

土屋　ヘリの関係ということでよろしいですか。

伊藤　この間も名古屋市と大規模な多機関連携を

やったんですが、現場同士が直接しゃべることは



2524

できなくて、本部を介して全部そこで投げ返して

いるという、そういう状況だと、少し歯痒いんじゃ

ないかなと思うんですが。

土屋　そこはケース・バイ・ケースのところもあ

るかなとは思います。こういう災害のときではあ

りますので、指揮命令系統がしっかりしていない

と、逆に混乱するところがあります。したがいま

して、一定程度、多機関連携のところは現場の調

整本部などで調整をしているのが現実だと思いま

す。それがきちんと動くのであれば、その範囲で

やっていただくのがよろしいのかと私は思いま

す。ヘリの関係で言いますと、今何度もお話が出

ていますとおり、航空運用調整班をしっかりと機

能させることが重要かと思っています。

　先ほど来、ドクターヘリの関係で一元化という

のがありましたが、基本的に今名前を挙げていた

だいた消防、警察、自衛隊、海保のヘリがどこを

飛んでいるかというのは一元的に画面で見ること

ができます。

　そこにドクターヘリが今現時点では入ってきて

いないというところがありますので、そこは今回、

議論になっている課題の1つなのかなと思います。

伊藤　もう1つ、発災直後現場に、航空本部にな

かなか情報が上がってこないというところがある

ので、そこは少しフリーハンドに、現場に権限の

移譲ということも必要ではないか。日本的文化で

言えば、上意下達というか、割と組織間のルール

みたいなものに少しおもねりがちで、本当に救援

を願っている人たちに関して言うと、もう少し何

かやる方法はないのかなと思うのですが、いかが

でしょうか。

土屋　ありがとうございます。そこがまさに課題

かなと思っております。ヘリを活用した、今回ド

クターヘリですと搬送、あるいは、消防で言いま

すと、救助や物資搬送も含めてですけれども、ヘ

リの機動力を生かすことは災害時に大変有効であ

ります。

　ただ、ヘリの機数は限られますので、それをど

う有効に活用するか、その観点が大変重要であり

ます。そのためにも航空運用調整班、これは県の

災対本部につくることになっていますので、その

中できちんと情報を集約して割り振りができると

いう、この機能をしっかりと強化をしていくこと

が重要です。残念ながら、まだ各都道府県でもな

かなか経験がないので、今回の石川県も含めまし

て、完全にできたかといったら、課題が多かった

と思います。

　そこのところをしっかりと強化をしていく。も

ちろん、運用で訓練をしていくのもそうですし、

実際、仕切る人、誰が仕切るのかをしっかり決め

る、そして場所をどこに決めるのか、そしてレイ

アウトをどうするのか、こういうところからきち

んと決めていくというところがあろうと思います。

　レイアウトについてはDMATが航空運用調整

班に入っていただいていたと私も聞いております

けれども、航空運用調整班のところにいるとき

と、別のフロアにいるときと、両方あったと聞い

ていますので、そういったところで一元的な調整

をしっかりとするためには、やはり、どなたかは

きちっと各機関の人がいるといった状況というの

も重要かなと思います。

伊藤　今のお話、非常に貴重だと思いますが、本

当に被災した県にそこまでできるのかという穿っ

た見方もあります。これは防災省の話もありまし

たけど、そういうもののトータルなシステムが必

要だと思います。

　もちろん、例えば離島があるところ、そうでな

いところ、全部違うと思いますが、これを幾つか

のパターンに分けて、あらかじめシミュレーショ

ンし、そういうものを地方自治体だけでなく国が

進めていったほうがいいのではないかと。これは

僕の私見ですが、小林さん、その辺いかがですかね。

小林　情報共有は、国と、それから広域自治体、

基礎自治体と連続して情報共有をしたほうが、よ

り効率的な救援活動ができると思いますので。そ

れは、地方自治体からやっていくものもあるんで

すけれども、ある程度のシステムは、おっしゃる

ように国がイニシアチブをとってやったほうが進

むのは早いと思います。

伊藤　あと、蜂谷先生のお話の中で、天候の問題

で飛べないというお話があったんですが、ヘリコ

プターが自分の国を自由に飛べないというのは実

は日本だけなんです。これはどういうことかという

と、ヘリコプターはもちろん全ての気象環境で飛

べるわけではないんですけれども、飛行機は有視

界飛行ではなくて、計器飛行をやっているんです。

　実は皆さん御存じのように、乗っているドク

ターヘリ、例えば135だとか、117D-3だとか、

新しい機体は全部計器飛行を前提として造られて

います。ところが、日本だけ使われていない。こ

れ、僕は能登半島なんかは、例えば拠点ポイント、

拠点病院、こういうところを計器飛行できるよう

にしておけば、搬送だとか、救急救命だとか、そ

ういうことがもう少しできるんじゃないかと思う

んですが、今もって国土交通省は許可しないとは

言っていないんですが、さらに夜も飛ばないです。

　これは、我々がずっと厚生労働省と一緒に夜間

運航をやるべきだと言っている。どこの場所でも、

夜間運航は危険なのでやる必要がないと思うんで

すが、拠点から拠点への夜間運航とか、計器飛行

というのは十分に可能なので、そうすると災害が

起きたときに随分ドラスティックな変化があると

思うんですが、その辺、御意見をお聞きしたいで

す。早川さんからどうぞ。

早川　夜間運航ということで、一言で十把一から

げに論じることは難しいと思います。地域によっ

て飛行経路というものを指定して、それに対して

ポイント・イン・スペース方式を用いて、それに乗っ

かりながら、夜間でもそれ相応の機体、それから

相応の操縦士が操縦しながら飛ぶということは確

かに不可能ではないのは間違いないと思います。

　では、それをどこに設定するのかといったとこ

ろで、今回課題になっていたのは、中山間地域で

す。山であり、それは谷でもある。日本中、谷と

いう谷にはいろいろな電線が走っております。そ

うした中で、今必要とされるところに、拠点間で

その装備と人を用意して飛ばすということが、果

たしてどれほどの効果があるか。何となく、夜飛

んだ、拠点間搬送できることが、すごく良いこと

のように聞こえますが、実際のところ、そこをヘ

リが飛ぶこと――私が今頭の中にあるのは、静岡

県の中山間地域、過疎地域で、ヘリの需要の非常

に大きいところで、これは夜間ドクターヘリが飛

ぶということですが――どう考えても無理でしょ

う、というのが、日本の特徴だと思います。

　ただ一方で、非常に広域でみた場合、今も多分、

低空域の飛行経路については、日本を周回する航

空路はあるというふうには承知しておりますけれ

ども、あれに乗っかるだけで、果たしてそれはど

の程度の効果があるのか。できるようにするとい

うことは重要だとは思いますが。

伊藤　あれに乗っかるわけではなくて、新たに、

例えば能登半島であれば、ヘリコプターによる計

器飛行のルートをつくるということです。

早川　それが、計器飛行に耐え得る飛行経路がつ

くれるのであれば良いと思いますが、できますか

ね。これは逆に、会場のほうにもお聞きしたい。

伊藤　課題ですね。小林さん、いかがでしょう。

小林　ヘリコプター用の低高度IFRルートという

ものは、以前から研究、あるいは実用化というも
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のは、航空局を含めてされていまして、私の調べ

た何か所か、例えば新潟、福島の間でもあったり

します。広域の応援に非常に有効だと思っていま

して、ルートをつくるだけではなく、それを飛ば

すヘリも必要ですし、ヘリを運用できる方の育成

も必要になってくるので、ここは1つの自治体と

いうよりは、国の防災体制として、そういったも

のが必要であると思います。

　一方で、災害のときに、中山間地にIFRのルー

トでつくっていくということに関しては、私も早

川さんと同じような考えでいます。災害のときに、

例えば線状障害物であるとか、そういったものが

以前と同じ場所にあるとも限りませんので、夜間

の運航という部分と、それからIFRのものと分け

て考えて、適用できるところと、適用してはいけ

ないところというのはあると思いますので、それ

は実際の運用者の方といろいろ調整が要るかと思

います。

伊藤　ありがとうございます。蜂谷さん、いかが

ですか、今の話。

蜂谷　そうですね、実際の今回の災害においては、

伊藤さんがおっしゃられたとおり、拠点間の搬送

が大半で、実際の救急隊、消防隊からの現場救急

事案に対してドクターヘリが出動したという事案

は、発災当初から少なかったのが実情です。医療

機関同士の搬送といった、現場から現被災地内の

医療機関に搬送して、その患者を被災地外の基地

病院等に搬送するという形になりました。

　ですので、確かにおっしゃるとおり、夜間計器

飛行ができたら非常に理想的だったかなとは感じ

ます。

伊藤　水野さん、どうぞ。

水野　私からは、仮に夜間の運航ができたとして、

地上の支援をどうするかという話をさせていただ

こうと思います。1月3日の夜は、当時最前線で

あった能登医療圏DMAT拠点本部が設置された、

公立能登総合病院で夜の担当をしておりました。

夜の担当をしているといろいろな情報が入って来

ます。夜に、明日の午前中にCH-47が飛びます

という情報が入ってきて、それを珠洲のほうに伝

えました。

　珠洲に入った隊員からは、CH-47が飛んでく

るという情報があっても、どうやって患者さんを

運んで行くんですかと言われてしまいました。降

りてくるところまでそう遠くはないですが、私た

ちの隊だけではかなり難しいという答えが、最初

でした。

　何とか対応してくださいましたが、地上の支援

をどうやってやるか、病院からランデブーポイント

までどうやって運んでいくか。また、消防も安全

管理が必要だと思います。その辺りも含めて調整

できれば、有効活用ができるかと思っております。

伊藤　近藤さん、いかがでしょうか。

近藤　厚生労働省として、たしか科研だったと思

いますが、こういった夜間飛行についての検討と

は、これまでもやっているというふうに承知して

います。皆様方おっしゃるとおり、かなり課題が

多いところがありまして、厚労省の立場としては、

今とても、どんどん推進していくという状況には

ないのが実情です。やはり人材育成を含めて、や

るにしても、これからかなり時間がかかるものだ

とイメージしております。

　そういった観点でいっても、もちろんニーズが

一定程度あるのかもしれないですが、直ちに取り

かかれるような状況にはないという理解です。

伊藤　ありがとうございます。これ、しつこいで

すけど、スイスやドイツは普通にやっているんで

すよね。そういうことを、我々は先進国の中でな

ぜやらないのかというのは、多分どこかで始めな

いと絶対できないような気がするので、まず始め

るという、今回の提言の中の1つに入れたいなと

思うんです。

　もちろん、夜間運航だけではなくて、極端な悪

天候ではなくて、視界が悪い、霧があるぐらいの

ところであれば、災害時に飛んでいって助けてほ

しいというのは、被災している人の気持ちじゃな

いかなと思うんです。そういう意味では機動力も

あるし、予算もかけられる、消防庁もぜひそういう

お話をと思っているんですが、いかがでしょうか。

土屋　消防防災ヘリコプターについても、夜間運

航は大きな課題であります。今、消防防災ヘリは

55の航空隊で77機持っておりますけれども、大

規模災害時に必要に応じて夜間でも飛びますと

言っているところは、その55航空隊のうちの恐

らく5分の1ぐらいだと思います。ただ、そこも

恐らく様々な条件がある中だと思います。

　消防防災ヘリですと、傷病者の搬送ということ

だけでなく、災害が発生した場合については、上

空からの情報収集、例えば暗い中でも赤外線のカ

メラでどういう被災状況になっているかを情報収

集するでありますとか、そういったような、また

違ったニーズにも対応ができるというメリットは

あろうかと思います。

　ただ一方で、皆様方おっしゃっておりますとお

り、夜間飛行は一定の技術、地形習熟、そして、

一番のところは、いざトラブルが起きたときにど

こに降りられるか、そういったところの情報がな

い中では、なかなか飛びにくいといったような、

様々な課題等があろうかと思います。そういった

ところを少しずつ解決をしていくというのが、実

現に向けた、長いかもしれませんけれども、ステッ

プになっていくのかなと、個人的には考えており

ます。

伊藤　ありがとうございます。77機ということ

でしたが、ドクターヘリは67機あるんですね。

そうすると、その2つを足すとそれはそれでかな

りの勢力になるので、消防とドクターヘリの協力

はますます欠かせないと思うんです。そういう意

味を含めて、今後、いろいろな形で、消防庁とコ

ラボレーションできればと思っています。

　今までの話を聞いて、現地で被災した読売の福

原さん、どんな感じでしょうか。もし、こういう話を、

できることならまた報道でもしていただけると、

我々にとってもありがたいなと思うんですが。

福原　そうですね、今お話を聞いていて、私自身

はヘリの操縦だったり、ヘリの運用には明るくな

いんですけども、やっぱり、今回能登半島地震発

生が4時10分ということで、私が避難した頃には

日が傾き始めていた、そういう意味ではデメリッ

ト度外視で、メリットだけ見ると、夕暮れから夜
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にも活動できるのはすごい大きいと思いました。

　というのは、私が市街地に戻った夜も、現場に

よっては本当に助けを求める人の声が響いてい

て、ただ人手が足りず、誰も何もできないという

状況を見ているので、確かに救助を求める人がい

るならば、そういう運用ができるのは、将来実現

すれば、本当にそれは画期的というか、今後の災

害の備えになると感じました。

　ただ一方で、夜間飛行で習熟が必要だったり、

難しい点もあるということで、取材も同じですけ

ども、2次被害といいますか、そこで新しく被害

が出てしまっては元も子もないというか、そこは

気をつけて慎重に考えなければいけないと感じま

した。

伊藤　ありがとうございます。まさに救助に行く

人間が安全でないといけないので、訓練も含めて

とても重要なことだと思います。

　一方で、1月2日からなぜか能登半島上空はド

ローンが全部飛行禁止になったんです。今回の初

期災害こそ、ドローンが偵察することで大きな情

報を得られたんじゃないかと思うんです。消防庁

でも、今ドローンの活用ということを一生懸命や

られていると思うんですが、そういう辺りは、今

回は議論にはならなかったんでしょうか。

土屋　議論になったかという御質問に直にお答え

すれば、そういった議論は、私自身は消防庁では

しておりませんでした。消防機関のドローンの活

用といたしましても、これは現場で積極的に今回

も活用しております。

　特に、土砂崩れなどでの災害救助現場、これは

2次被害がないように救助活動をしなければいけ

ませんので、上空ですとか、そういったところか

らの現場の確認にドローンをかなり有効に活用し

ました。各消防本部にも消防庁からも配付をして

おりますし、独自にも買っておりますので、相当

ドローンは普及しております。使うということ自

体はかなりポピュラーになってきているかと思い

ます。

　ただ、それが使えなかったですとか、空域調整

の関係で支障があったという課題までは、すみま

せん、耳にしておりませんでしたので、的確なお

答えはできないところでありますけれども、一般

論として現場でしっかりと活用するということに

ついては、その重要性は認識しております。

伊藤　たしか夜間、輪島市が燃えているのを上

空からBBCのドローンが撮ったものが流れてい

るんです。もう少しああいうものが正確に、早

い段階で情報収集ができれば、また少し形が変

わる。また、例えば、岐阜のDMATとか、名古

屋のDMATはかなり早く出発しているんですが、

現地まで8時間とか10時間とかかかっているん

です。そのときに防災ヘリを活用して、そこへ降

ろすなんていう考え方も、夜間であればできたの

かなと思いますが、そういうこともぜひ、今後実

現していただきたいと思いますが、いかがでしょ

うか。

土屋　今回は、まさに陸路で行けなかったのが

大きな課題の1つであり、消防の救助隊員につい

ても同様でありました。したがいまして、消防

機関のヘリだけでなく、自衛隊のヘリ、そして

海上保安庁の船、そういったものを使って空路

や海路から珠洲市、輪島市に入った部隊という

のがおります。

　そういうことから、空路などの陸路でない手段

を用いて進出することについては、かなり今回ト

ピックになりましたし、私ども、訓練の中でも改

善をしていきたいと思っております。

　そういう中で、必要な人員について輸送するの

も消防機関の役目でもあります。実際、今回も医

療関係者を運んだ例があります。ですので、そこ

のところについては優先順位などを現場で踏まえ

ながら、対応はしっかりとできるのではないかと

思います。

早川　今の件、かなり議論が情緒的になり過ぎて

いるんじゃないかなと思って申し上げます。例え

ば医療者が夜空路で被災地に送り込まれて、その

後どうすれば良いのでしょうか。やっぱり動きよ

うがありません。少なくとも現時点におきまして

は、DMAT単位、それは多分一番の重装備の医

療軍団だと思いますが、それすら活動できません。

そこで治療しました、しかしその後につながりま

せん。

　そうした中で、消防、あるいは自衛隊、海保、

そうした救助のプロフェッショナルの集団という

のは、それなりの装備を持って、現地で活動でき

る体制を持って、現場に入ることができると思い

ます。とにかく送り込みさえすればいいというの

は、議論としては乱暴かなというふうに思います。

　それから夜間の話、蒸し返すようですが、ドク

ターヘリがということではなくて、これはオール

ジャパンで考え、使える航空機のうち適切なもの

が、夜間対応する。例えば消防防災ヘリについて

は、たしか2009年の段階で、消防防災ヘリのあ

り方検討会の報告書の中で、各地域、それから

5年10年の間に何とか24時間飛べるようにしま

しょうというような報告書があったと承知してお

ります。

　あまり情緒に流されることなく、しかるべき準

備をしっかりしてから対応していただく、という

のは大事かなと思います。

伊藤　今のお話に出ましたけど、ただ、DMAT

は現地で、スタンドアローンで活動できるような

仕様になって、現実にそういうことを水野さんも

やられていると思うんですが、いかがでしょうか。

水野　なかなか答えにくい質問で。自立できるはず

なのですが、全ての隊がそうではないと思われます。

伊藤　そこも今後の改善点かもしれないですね。

でもいずれにしても、厚生労働省が今拠点病院を

どんどん集約化を進めていって、これからの地方

の医療というのは非常にある種の危機的な状況に

なるのを、結局医者を送り込むか、患者を連れて

くるか、どっちかしかないわけですよね。

　そういうことに関して言うと、空だけではなく

て、ドクターカーだとか、あらゆるところでの移

動の手段が、今後災害時にもっと大きく求められ

ると思うんですが、その辺はいかがでしょうか。

近藤　先ほど早川先生からもご発言があったとお

り、人員を現地に空路で大量に送り込んだものの、

現地での足がなくてDMATがその場に滞留して

しまったというのが、東日本大震災の大いなる教

訓であったと、私は承知しています。

　そういった観点で申し上げましても、もちろん、

病院支援に必要な人員をヘリで投入すると、そう

いった明確な目的があれば、非常に有効だと思う

んですけれども、ただ投入すればいいというもの

ではないのも、また真実かなと思うところです。

　今回でいうとアクセスが悪くて、被災地内の搬

送に見合うだけの医療資源があるのかどうか、そ

れに足りない分を補充する、そういった観点は

あってしかるべきと思います。

　先ほどドクターカーに触れられたと思います

が、現地でのドクターカーの活用を考えるのであ

れば、アクセスが悪いわけですから、外からドク

ターカーを持ってくるといっても時間がかかるの

ことなので、日頃から各地において整備しておけ

ば、被災した際にも地域の中で活用できるドク

ターカーがあれば、きっとそれは有用なんだろう

と思います。

　アクセスによるとは思いますけれども、そう

いった形で、平時から整備をしていくことについ

ては、災害時にも非常に役に立てられるのではな

いかと考えるところでございます。以上です。
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伊藤　疑問を呈するのがシンポジウムなので、すみ

ません、情緒的というより、こういう状況なんです。

　この辺で、会場からの何か御質問や御意見とい

うのを聞いてみたいと思いますが、どなたかい

らっしゃいますか。石黒さん、どうぞ。

石黒　エアロファシリティーの石黒と申します。

質問ではございません。せっかくの機会ですから、

整理すべき課題としてとどめていただきたいとい

う点が2つございます。

　まず1つは、今回の地震も、例えば能登空港の

問題があったと思います。今後も災害、どこで起

きるか分かりません。地方自治体が管理する空港

という部分の中で、どことは言えないんですけど

も、例えば日常、平素でも運用時間を1分でも過

ぎると、もう着陸は駄目ですと言う空港がたくさ

んあります。

　そういうところというのは、臨機応変さに欠け

るという部分の中で、災害時には、今後、もう少

し取組という部分で整理しなければいけない課題

だと思っております。それが1点です。

　もう1点です。災害拠点病院のヘリポートとい

う部分で、厚生労働省の指針の中では、病院の敷

地の中にヘリポートを整備してくださいねと。た

だし、やむなく敷地の中に整備できない場合は、

近傍の場所にヘリポートを整備してくださいとう

たっています。今回の地震でも、石川県に災害拠

点病院があります。敷地の中にヘリポートがある

病院は非常に少ないです。

　でもこれは石川県だけではなくて、日本全国。

やたら河川敷に造っているところも多いです。「う

ちの病院、これでヘリポートを確保した」と安心

してしまっているところがたくさんあります。少

なくとも、敷地の中のヘリポート整備という部分

も整理すべき課題の1つだと思います。

　それから、余談になります。東日本大震災のと

き、明らかに仙台空港は津波で使えないと分かっ

ておりましたので、福島県立医大の大きなグラウ

ンドを活用することができました。そういうドク

ターヘリでも、消防ももう既にされていますけど

も、デポという部分の発想も必要ではないかと

思っております。

　もう1点、燃料の問題も大きいと思います。ここ

に燃料を運ぶという部分で、東日本のときは運送会

社の運転士さんの機転で、紙にマジックでDMAT

と書いて、規制のあった東北自動車道をお巡りさ

んが通してくれたと、そういう機転でドクターヘリ

が全国から応援で来て、燃料が枯渇しなかったと

いう部分がございました。以上でございます。

伊藤　ありがとうございます。能登空港の話をし

ますが、実は能登空港、滑走路は大分壊れて飛行

機が着陸できなかったんですが、グリーンベルト、

要するにあそこは実はヘリコプターは降りられた

んです。それは余談になりますけれども、あると

ころから許可を取って、藤田医科大学のドクター

ヘリが降りようとしたんですが、いろいろな事情

の中で、それは実現しませんでした。

　また航空燃料なんかも、電源が止まっても手押

しポンプとかそういうものも使えるので、平時

モードではない、災害のときには非常に尋常じゃ

ない中で、どう解決していくかということの議論

がもう少し深まるといいなと、今回パネリストの

皆さんのお話を聞いて思いました。

　大分時間も押してきたんですが、言い足りない

ことがあれば、一言ずつ、土屋さんから、ぜひお

願いします。

土屋　私は、今回のヘリの運用の関係でのシンポ

ジウムということであれば、先ほど申し上げまし

たが、いかに限られた資源であるヘリコプターを

してオールジャパンでやりたいと思います。

　近藤さん、いかがでしょうか。

近藤　今回の災害について、お話ししてきたとお

り、アクセスに課題があったところで、ドクターヘ

リ、84名の患者さんを運んでいただいたと承知を

しておりますので、非常に有用であった、活躍し

ていただいたということは間違いないと思います。

　これからも同様の災害が発生することは十二分

に考えられるので、これからもさらに強化をして

いかなければいけないと思います。その中で、今

まさに話題に上ったところで、従前から課題であ

るという、今回がどうだったという話ではなくて、

一般論としてよくある話ですが、警察、消防、自

衛隊、海保という救助の皆さんは、歴史も長くて、

連携がよくとれて、県の災害対策本部の中でしっ

かりスペースをとられていてというのが多いんで

すけれども、そこに医療がなかなか入り込めな

いとか、DMATをはじめとする医療の本部のフ

ロアが別フロアにあるという都道府県庁の運用に

なっているところは、非常に多いというのが、私

の経験上の認識でございます。

　これは仲がいいとか悪いとかじゃなくて、物理

的に離れるので、非常に連携がとりづらくなると

いうのは課題だと思います。その課題を乗り越え

るための工夫。話を総合すると、今回も恐らく常

駐的にリエゾンの方をなるべく置くように努力を

されたのではないかと想像するわけなんですけれ

ども、そういったことを各県、平時から準備をし

ておかないと無理で、まさに年に何度も各都道府

県でも訓練をされるでしょうし、DMATのブロッ

ク訓練や、政府の大規模地震時医療活動訓練と

いって、国レベルの訓練とか、全国津々浦々でや

らせていただいているところだと思います。そう

いったときに、本部の組み方というか、運用の仕

方についてもしっかり考えていただきたいと。

　その中にも、ドクターヘリ調整部というか、こ

のドクターヘリの運用のところを省かずに、忘れ

ずに必ず確認をしなければならないというのが、

私の私見でございます。以上です。

有効活用できるかというところをより高めていく

こと。先ほど、航空運用調整班の強化といったよ

うなこともありましたけれども、これは消防庁と

しても課題の1つと認識をしまして、取組を進め

ていきたいなと思っております。

　もちろんこれは県の災対本部の中ということで

はあります。県の中でしっかりとそこの仕切りを

やっていただかなくてはいけないんですけれど

も、普段からなかなか難しい面があるというのが

あれば、各航空隊でそういったサポートができる

ようにどうするかとかそういう形で、もちろん消

防だけの話ではなくて、ヘリを持っている全機関

の総合的な話ではありますけれども、消防の観点

からできることも大きくあるかと思いますので、

そこのところはしっかりと今後の教訓として生か

していけるように、私どもとしても取り組んでい

きたいなというのが、今の考えであります。

伊藤　ありがとうございます。消防、警察、海保、

自衛隊、ここの4つは連携しているということで、

ぜひ厚労省も参加していただいて、ドクターヘリ

もそこへ入っていただいて。我々HEM-Netとし

ては何の縛りも利益相反もないので、忌憚のない

意見を言える立場でございます。ぜひそういうと

ころのメンバーに、HEM-Netと航空医療機関も

入れて、なおかつ厚労省にもバックアップしてい

ただきたいと思います。

土屋　すみません、名誉のために一言だけ。今回

の石川県の航空運用調整班では、DMATの先生に

もかなり協力的に入っていただいて、そこは十分連

携できていたと伺っております。ですので、そうい

う取組をしっかりとできるようにと思っております。

　もし連携できていなかったかのように受け取ら

れていたら大変申し訳ないので、そこだけ補足さ

せていただきます。

伊藤　一方で、DMATが航空運用についてよく

理解していないという蜂谷さんのお話もあったと

思うんですが、それも含めて、ぜひみんなで協力
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災害関連死が増えているとか、現地で困っている

人がたくさんいるという情報、あとは現地の病院

の我々の同期、一緒に働いた者たちから助けてく

れという声がたくさん上がってきていた。

　その中で、ドクターヘリを指揮する立場として、

なかなかそれを助けに行ってあげられないという

ことのジレンマを感じていたのは事実です。その

1つは、ドクターヘリをさらに効率的に使う必要

があると思うんです。その中で1つ、フロアの方

からいただきましたとおり、石川県の災害拠点病

院の中で、自前のヘリポートがないというところ

で、どうしてもそこに消防であるとかDMAT、消

防による着陸搬送支援とか、そういったところが

必要になってきて、そこでの時間調整の結果、ド

クターヘリがなかなか飛べない。その結果、日没

が来てしまうという事案というのもありました。

　さらに災害時にドクターヘリを効率的に活用す

るためには、DMATの航空機に関する知識を身

につけていくこと、プラス、災害拠点病院はじめ

各医療機関が、そういった航空機を利用した医療

搬送、特に災害時に武器になることを念頭に置い

ていただいて、各病院、もしくは県が音頭を取っ

て、そういったインフラを整えていただくのが、

僕からぜひお願いしたいことです。

伊藤　ありがとうございます。福原さん、いかが

でしょうか。

福原　災害時大事だと思うのは、手段を複数持っ

ておくことと考えております。というのも、私自

身の話でいうと、たまたま通信機器を3つ持って

いて、1つが生きていたから、現場から記事だっ

たり写真を送れたということで報道できたんです

けども、それはドクターヘリでも同じかと考えて

おります。

　道路が使えれば、恐らく救急車が走っていく。

ただ、道が寸断して最初入れないだとか、道が通っ

ても片道10時間かかるような状況でドクターヘ

リが生きてきたということで、今回の能登半島地

震で、ある意味別の手段としてのドクターヘリの

伊藤　ありがとうございます。DMATは離れな

いほうがいいんじゃないかなと思うんですが、そ

の辺、1人リエゾンをやっていた水野さん、いか

がでしょうか。

水野　すみません、今回は民間のヘリというので、

調整員は1人ではなかったです、仲間がおりまし

たので。協力いただきまして、運航させていただ

いたりはしておりました。私は、今回偶然、公的

立場、民間の立場、また、空・陸、様々な立場で

参加させていただきましたので、あえてここで言

うとすれば、平時の連携が大切であるということ。

　また、公的機関だけではなくて民間の活用、こ

ちらも平時から検討いただくことが、災害時に有

効に調整できることになるんじゃないかなと、と

ても感じました。

伊藤　ありがとうございます。民間の活用はとて

も重要で、今回も実は石川県のドクターヘリ運航

会社というのは中日本航空なんですが、中日本航

空はかなりの大型機を用意して物資を入れますと

言ったのを、県が断ったということがあるんで

す。これはどういうことだったかよく分かりませ

んが、そういうことのないように、オールジャパ

ンで、皆さんで、と思っております。

　蜂谷さん、いかがでしょうか。

蜂谷　今回の災害に関して、私は被災県にいる医

療者、住民として、またはDMATとして、基地

病院の医師として、様々な立場で関わらせていた

だいたんですが、日々の新聞報道等も見ますと、

有用性が見直されたというか、改めてスポットが

当たったのかなと思いますし、報道の立場として

は、課題・検証だったり、提言を通じて、そこを

サポートしていければなと考えております。

伊藤　ありがとうございます。小林さん、お願い

します。

小林　航空運用調整班の話は出てしまいましたの

で、私のほうは、先ほどちょっと話が出た緊急用

務空域です。私が見た中では、緊急用務空域の設

定は妥当だと思います。その理由は、無人機の情

報がなかなか情報共有がまだできる仕組みになっ

ていないというところから、安全確保の観点では、

緊急用務空域というのはある程度大きくても仕方

がないと思います。

　ただ、このままだと不十分だと思いますので、

今後、無人機の情報も集約して、必要なところで、

例えば航空運用調整班でも分かるとか、そういっ

たことをしていけば、緊急用務空域の設定の仕方

も、より現実に沿った形になるのではないかなと

思っています。この辺りは検証が必要と思います。

伊藤　ありがとうございます。余談ですが、2019

年に、僕は無人機の活用の件でロサンゼルスの消

防局へ行きました。向こうは、大規模な森林火災

がありまして、森林火災でドローンを使うことに

よって、消防士さんの命だとか、そういうことを

守ることもできたということなんで。

　僕自身はドローンにも非常に関わっています

が、残念ながら今回の能登半島の地震については、

ドローンの活用は十分ではなかったと考えている

1人なので。ぜひそこも何らかの形で、国のほう

は、救助に行く皆さんが安全であるということは

非常に大切だと思いますので、まさに先ほどそん

な話をしていた早川先生、お願いします。

早川　こうした振り返りをしますと、皆さん、必

ず課題を挙げて、何となく反省モードになります。

そうじゃなくて、例えば今回、蜂谷先生はじめ、

相棒の南先生も含めて、少なくともドクターヘリ

の運用、それからDMATの支援も得た上での航

空運用調整班の活動というのは、かなり上手にお

やりになったんじゃないかなと思うんです。

　それはどうしてかというと、実は数年前の

DMAT実動訓練の際に、かなり深く議論された

結果と承知しています。ということは、やはり日

常からの訓練が非常に重要になってくる。それが、

単に机上のやっつけ訓練ではなくて、実際に災害

を経たわけですから、自らの体験として、実感を

持って訓練を重ねることが重要と考えます。

　今回、様々な多機関連携の重要性が航空運用調

整班の中で言われた中で、情報の共有ということ

も非常に強調されました。ところが、皆さんも少

し想像していただければ分かると思うんですが、

様々な情報がインフォメーションとして積み重

なったとしても、結局何もわからない。要するに

情報を処理できない訳です。
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　それを、いわゆるインテリジェンスのレベルに

するには、これは相応の訓練を経ないとできない

ことは明らかです。これも日常の訓練の中で、情

報の海の中で、必要な情報というのは何なんだろ

うと常に考えることが必要です。基本的に今、情

報をとにかく集めよう、集めようということが強

調されがちですけれども、情報を集め過ぎると本

当に何が重要なのか全く分からなくなってしまい

ます。そうした情報の整理ということも含めて、

本当に日常からの取組というのが非常に重要とい

うことは、もう一度強調しておきたいと思います。

以上です。

伊藤　ありがとうございます。平時にできないこ

とは、災害時、非常時にはできないという、そう

いうことなのかなと思います。まさしく本当に訓

練と、新しい模索をしていく必要がある。こうい

う話をすると、今、早川さんから反省モードとあ

りましたが、もちろん十分活躍の上で、これまで

のことを振り返ってさらに進化するという、ある

意味で上をなぞっていくことが、いわゆるこれか

ら起こり得る新たな災害に対しての対策になるの

ではないかと思います。

　今日お話を聞いていく中で、幾つか我々として

も他機関の連携、ドクターヘリ、それと情報共有

だとか、国によるインフォメーション、なおかつ

インテリジェンス、こういうものを、できれば

HEM-Netのほうでも少し揉んで提言の中に役に

立てたいと思います。

　会場からももう一方、御質問の手が挙がってい

ます。どうぞ。

土居　HEM-Netの理事で、救世軍清瀬病院で働

いている土居と申します。

　本日のシンポジウムで、首都圏直下型地震が起

きた時、恐らく消防防災ヘリ、ドクターヘリがブ

ンブン飛び回るということを想定しながら、皆さ

ん方の議論を聞いてまいりました。

　シンポジウム最初のプレゼンで、早川先生が災

害対策基本法や地域防災計画で、ドクターヘリの

位置づけはどうなっているのか、そこに大きな課

題があると指摘されました。

　航空運用調整班の運用については、地域防災計

画の中でドクターヘリの位置づけが明確になって

いなければ、単独では議論できない事柄でしょう。

しかし、災害対策基本法や地域防災計画で、ドク

ターヘリの位置づけを一から議論しても、中々結

論は難しいでしょう。

　ですから、政治的と申しますか、大臣からトッ

プダウンで「ドクターヘリも消防防災ヘリと同様

に航空運用調整班で運航調整するように」と、上

から指示を下ろせば事は簡単です。私も役人の端

くれでしたから、よく大臣を遣いました。近藤室

長、あした、厚労大臣に掛け合ってください。土

屋室長も。

　こうしたトップダウンで事を進める場合、官僚

から追及される言葉は「そんなこと言っても、実

際にできるのか？現場との調整は、どうなってい

るんだ？」というものです。そのように追及され

たなら、「はい 能登で実際に我々はやりました。

見事にそれを完遂できました」と我々は答えるこ

とができるのではないでしょうか。費用はまった

くかかりません。

　ぜひ次のシンポジウムでは、さらなる発展の報

告会となることを期待いたします。どうもありが

とうございました。

伊藤　どうもありがとうございました。余談です

が、首都圏、本当に大変だと思います。1月の海

保の事故で、今年、大規模な訓練を、消防も含め

て東京都の羽田空港に関してやりました。なぜか

東京都のドクターヘリはそこへ参加しませんでし

た。そういう現状も踏まえて、ぜひ皆さんのお力

を借りて、HEM-Netとしてもいろいろな形で政

策提言などをしていきたいと思います。

司会（田邉）　それでは以上をもちまして、パネ

ルディスカッションを終了したいと思います。パ

ネリスト、コーディネーターの皆さま、ありがと

うございました。

　最後に主催者を代表いたしまして、HEM-Net

会長 篠田伸夫より閉会のご挨拶をいたします。
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閉会の挨拶

篠田　伸夫
認定NPO法人 救急ヘリ病院ネットワーク（HEM-Net）会長

　HEM-Netで会長を務めています篠田でござい

ます。閉会の挨拶ということが私の役割だったん

ですけども、自分の考えも述べろということです

ので。

　今日、お聞きしていまして、非常に熱っぽい、

かなり根本に立ち返ったような、そういう話になっ

たということで、私は大変有意義なシンポジウム

になったのではないかと思っております。そうい

うことを引き出していただきましたパネリストの

皆様には、午後2時から長時間にわたって議論を

していただき本当にありがとうございました。

　それから、聴衆の皆さん、会場もかなりの方々

がいらしていますけども、オンラインで耳を傾け

ていただきまして、本当にありがとうございます。

いろいろと御質問があるかもしれませんけども、

それはまた後ほどお答えをさせていただきたいと

思っています。

　今回の能登半島地震というのは、奥能登という

極めて特異なところで起きた災害だということ

で、あそこだからかなというふうに思われがちで

すけれども、決してそうじゃないんです。むしろ、

ああいうところだからこそ、いろいろな本質的な

問題が露呈してきたんじゃないかなと思います。

能登半島、奥能登と同じような地域を抱えている

県はあるわけです。

　早川先生のいらっしゃる伊豆なんていうのは、

まさにその典型だろうと思います。そういう点で

は、そういうところを抱えている県、あるいは県

知事さん方は、今日のこのシンポジウムで、いろ

いろな課題が摘出されたことに対して、本当に他

人事ではないなというふうに思っていただけたん

じゃないかと思います。

　早川先生は、課題、課題ばかりではおかしいじゃ

ないかという話だったんですけども、こういうシ

ンポジウムをやったときには、課題を出していっ

て、それをよりよいものに転換していくというの

がシンポジウムの役割なので、それはお許しをい

ただきたいと思います。

　そもそも、冒頭に早川先生が課題を提起してい

ただきました。ドクターヘリの運航要領、あるい

は保健医療計画、あるいは医療救護計画、そうい

うものにきちんとドクターヘリというものが規定

されているか、記述されているか、そういうこと

の確認が重要じゃないかと言われました。私なん

かは、それは当然きちんとなっているんじゃない

かと、天から思っていたんですけども、実際はそ

うじゃないということが明らかになったわけです。

　実は、厚生労働省の指針の中には、「平時から

の体制の整備」という項目があって、そこに地域

防災計画への反映等も含めて指導がなされている

わけですよね。そういうことを踏まえて、もう一

遍原点立ち返る必要があるということを問題提起

していただいたわけでありまして、そういう点で

は大変重要な指摘だったと思います。

　先ほど、コーディネーターの伊藤理事から、指

摘を聞いて今日はこれでよかったねというんじゃ

困る、提言としてまとめていくべきじゃないかと

いう話がありました。誠に私はそのとおりだと

思っています。我々HEM-Netは、これまで大規

模地震があれば、その都度シンポジウムを開催し

て、課題を踏まえた提言をちゃんとした書面にし

て発表してまいりました。

　東日本大震災の際は、2011年の12月25日に

シンポジウムを開催いたしましたけども、そこで

は主に3つぐらいの提言をさせてもらいました。

ドクターヘリの防災基本計画への位置づけという

のを、まず言いましたね。当時、防災基本計画に

はドクターヘリのドの字もなかったんです。

　それから、2つ目には、災害時におけるドクター

ヘリの全国的運用システムの制度化がございまし

た。厚生労働省は、後ほど指針を出していただい

たわけですけれども、当時は全くそういうものは

なかったので、東日本大震災においては現場では

大変混乱を来しました。

　また、3つ目は、ドクターヘリの航空法施行規

則第176条への位置づけです。当時ドクターヘリ

は、公的なヘリと差別化をされていたんです。ど

こでも降りていいよということにはなっていな

かった。全く今では考えられない話なんですけど

も、我々は国に対して提言をさせてもらいました。

　また、熊本の地震の際には、2016年の12月1

日にシンポジウムを開催しましたけども、その際

には、ちょうど厚生労働省から指針が発表された

ということも踏まえて、せっかくその指針が発表

されたならば、それをまた防災基本計画の中にき

ちんと位置づけるべきじゃないかと提言をさせて

いただきました。

　そして、我々は、あるいは厚生労働省、あるい

は議員連盟、あるいは国交省、そういうところに

要望を重ね、最終的には実現ができたという実績

を持っております。そういうことで、ぜひとも提

言をして、その提言を掲げて、議連のお力も借り

ながら実現に向かって歩いていく、走っていく、

汗をかいていくということが、我々の務めなん

じゃないかなと、このように思っています。

　先ほど、土居理事から、首都直下地震の話があ

りました。我々が体験した今日までの大規模地震

というのは、単一の都道府県、単一の県が発災元

の地震なわけですよね。今回の能登半島地震を含

めて、3度、単一の発生源での地震を我々は経験

して、いろいろな知識、知恵も積み重ねております。

　しかし、まさに今後予想される大規模地震とい

うのは、複数の都道府県にまたがる地震なので、

今までの経験が即そのまま役に立つかどうかにつ

いて、我々は調査研究をしていく必要があるん

じゃないかなと思います。

　先ほど航空運用調整班の話が出ましたが、現場

においては、この航空運用調整班の役割は大変重

要だろうと思いますね。そのときに、航空運用調

整班ですから、班長さんというのは当然いるんだ

ろうと思いますけれども、その班長さんが航空に

ついて、あるいはドクターヘリの用語について、

全く知らないとするならば、それは大変怖い話だ

と思います。

　厚生労働省のほうで指針の見直しをするという

ふうに、先ほどお話がありました。ぜひともこう

したことも踏まえて、本当に役に立つような明確

な指針を示していただきたいものだなと、このよ

うに私は思っています。

　終わりになりますけれども、能登半島地震で被

害に遭われた方々は、まだまだ大変な思いをされ

ております。そういう方々の一日も早い復旧、あ

るいは復興を心からお祈りして、閉会の挨拶とさ

せていただきます。

　ありがとうございました。
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大規模災害時のドクターヘリの活動等について

― 提 言 ―
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提 言
　認定NPO法人救急ヘリ病院ネットワーク（HEM-Net）では、これまでも大規模災害時におけるドクター

ヘリの運用等に関してシンポジウムを開催し、数々の提言を行ってきた。その結果、ドクターヘリの防災

基本計画への位置づけ、大規模災害時のドクターヘリの全国的運用システムの構築、航空法施行規則の改

正等が実現された。

　2024年1月1日に発災した能登半島地震においても、厚生労働省から発出されている「大規模災害時

におけるドクターヘリの運用体制構築に係る指針」（以下「厚生労働省指針」）に基づき、中部ブロックを

中心として、複数機のドクターヘリが参集し、医療搬送等の活動が行われたが、今回の地震災害での活動

が厚生労働省指針のはじめての運用事例であり、また、被災地が半島の先端部であったこと等から、運用

にあたっての課題等も多々あったのではないか、と考えられた。

　そこでHEM-Netでは、2024年12月3日にシンポジウム「大規模災害時のドクターヘリの活動等につ

いて」を開催し、現地で対応したドクターヘリ、航空、マスコミ関係者や厚生労働省および消防庁の担当

室長等を交え、議論を行ったところである。シンポジウムで明らかとなった諸課題を踏まえ、近い将来発

生することが懸念されている首都直下地震や南海トラフ地震をはじめとする大規模災害に備え、ドクター

ヘリの運用体制のさらなる改善と関係機関等の連携協力を促進するため、以下の提言を行う。

　なお、シンポジウムでは、拠点間のヘリコプターによる航空搬送に夜間運用および計器飛行方式（IFR）

が可能であれば、理想的であるとの発言もあったが、被災地において効果的に適用できるかどうか等の意

見もあり、来るべき災害に備え積極的に検討すべき課題の1つであると考える。

提言1　�「大規模災害時におけるドクターヘリの運用体制構築に係る指針」
（医政地発1205第1号　厚生労働省医政局地域医療課長通知）に
ついて、都道府県が平時から確実に体制構築を図るような措置を
講ずること

（1）�厚生労働省指針には「平時から所属する地域ブロック内の関係機関や近接する都道府県との相互応

援、共同運用等の協定締結に努める」とある。大規模災害時における速やかなヘリコプター運用には、

平時からの相互応援等の仕組みが構築されていることが求められる。天候等に左右されやすいドク

ターヘリにおいては、特にヘリポート等の離発着場の位置関係から少なくとも隣接都道府県との広

域運用の協定は必要と考えられる。政府においては、地域ブロック内の関係機関や近接の都道府県

間において、広域運用体制が構築されているかどうか至急点検し、支援を強化すべきである。

（2）�厚生労働省指針には「複数機のヘリコプター等が安全に離着陸可能な参集拠点や給油場所の指定、

無線をはじめとする連絡手段や燃料の確保などについて、あらかじめ関係機関と調整し、地域防災

計画等に反映しておくことが望ましい」とある。

しかし、地域防災計画にそこまでの記述のある都道府県は見当たらない。都道府県内において防災担

当部局と医療担当部局の連携を密にして、指針で示されている事項については、文書で確認しておく

ことが必要である。また、都道府県の医療計画において、ドクターヘリの活用が救急医療面だけでは

なく、災害医療面にも明記されているべきであるにも拘らず、そうなっていないことは問題である。

政府においては、これらの点について、各都道府県に対し支援を強化すべきである。
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提言2　�ドクターヘリと他機関のヘリコプター等との運用調整を行う航空
運用調整班をより一層強化する措置を講ずること

（1）�防災基本計画第2編第2章第4節「4航空機の運用調整等」には「航空運用調整班は、警察、消防、

国土交通省、海上保安庁、自衛隊、DMAT都道府県調整本部の航空機運用関係者などの参画を得て、・・・

活動エリアや任務の調整などを行うものとし、調整に当たっては、・・・航空機運用総合調整システ

ム（FOCS）を活用するものとする」とある。しかし、ドクターヘリについては、いまだFOCSを利

用できる状況にはない。政府においては、この点について、至急改善を図るべきである。

（2）�上記防災基本計画には「都道府県は・・・災害対策本部内に航空機の調整を運用する部署（航空運

用調整班）を設置し・・・必要な調整を行うものとする」とある。

航空運用調整班の体制については、特に発災時の初動の航空運用を効果的に調整するためにも、統括

する者をあらかじめ決めておき、航空機運用に知見のある者を充てる、または知見のある者の助言を

即座に受けうる体制にしておくべきである。

政府においては、こうした点に配慮した航空運用調整班を都道府県があらかじめ構築しておくことが

できるよう支援すべきである。

（3）�また、能登半島地震においては、航空運用調整班に参加している機関間において位置情報の共有と任

務進捗状況情報の共有が困難であったため、事案の重複や空振りが発生した。これは「情報を見る」

技術と「情報を横通しする」運用の両方に問題があったことによって惹き起こされたものであるので、

政府においては、航空運用調整班の運用に当たってこの両方を同時に改善するよう支援すべきである。

（4）�特に災害対策本部のレイアウトとして、DMATをはじめとする医療本部と航空運用調整班が別のフ

ロアにあるという運用になっているところが多い。その結果、双方の連携を困難としていることは

否めない。政府においては実態を把握し、改善を支援すべきである。

（5）�さらに、上記防災基本計画には、無人航空機についても航空運用調整班で調整することが想定され

ている。しかし、現時点では、無人航空機の情報共有ができる仕組みになっていないことから、多

くの航空機が参集する大規模災害時においては、安全確保等の観点もあり、十分に活用されている

とは言い難い。政府においては、無人航空機についても各種情報を共有できるような仕組みの構築

を図るべきである。

提言3　�災害拠点病院でありながら、院内または近接するヘリポートを有
していないため迅速なドクターヘリの活動に支障をきたしている
病院が多く見受けられる。災害時においての航空医療搬送は、被
災者への医療支援に欠かせない手段である。

政府においては実態を把握し、改善を図るべきである。
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